「農商工連携８８選」に係る公募要領
１．趣旨
　　　農林水産業と商工業等の連携により、地域経済の発展を図るため、全国の農商工連携の取組を「農商工連携８８選」として取りまとめ、広く紹介することにより多くの事業者の方々の参考として頂く。
２．実施主体　

　　　農林水産省、経済産業省
３．募集対象
　　　農林水産業と商工業等のそれぞれの技術や特徴等を活用している取組で、公表することにより多くの事業者の方々の参考となるもの。
　　　

４．事例の選考方法

　（１）選考方法

　　　　　有識者で構成される審査委員会で審査を行います。
　（２）選考のポイント

　　　　①比較的事業規模が大きく注目されるもの。
　　　　②新規性又は応用可能性の観点から注目されるもの。
　　　　
　（３）事例集の掲載数

　　　　　事例８８選とする予定です。
　　　　　　　
　（４）選考結果の公表

　　　　　農林水産省、経済産業省のホームページで結果を公表します。
　（５）選考結果公表時期

　　　　　平成２０年３月中を予定。

５．認定証の交付

　　　「農商工連携８８選」に選ばれた取組については、認定証の交付を予定しています。

６．公募期間
　　　平成２０年２月１日（金）～平成２０年２月２２日（金）１８：００（必着）
　　　※様式１参加意志表明書については２月８日（金）までにご提出願います。
７．応募方法及び提出先
　（１）応募方法

　　　　①本公募に参加いただける方は、まず、様式１参加意志表明書にご記入の上、電子メールで下記提出先まで、送信してください。
　　　　　※期限（２月８日（金））を過ぎての意思表示も可としますが、参加意志表明書を提出した後、検討の結果、正式応募を断念した場合にも何ら不利益はございません。円滑な事務処理を行うためですので、早めの意志表明をお願いいたします。
　　　
②正式応募については添付ファイルの様式２及び別紙連携情報表にご記入の上、電子メールで下記提出先まで、送信してください。
　　（２）提出先（①、②共通）
　　　経済産業省経済産業政策局地域経済グループ産業施設課内８８選選定事務担当窓口

　　　メールアドレス：88-sen@meti.go.jp
　　　
　　　※様式１参加意志表明書を提出の際の件名は「８８参加（申請者が所在の都道府県名）＿（申請者名（団体名））」とし、添付頂く様式１参加意志表明書のファイル名は「８８参加表明＿（申請者名（団体名））」としてください。
　　　　（例）所在地が秋田県である○△□（有）が申請の場合

　　　　　　　件名：８８参加秋田＿○△□（有）

　　　　　　　ファイル名：８８参加表明＿○△□（有）

　※正式応募書類を送信の際の件名は「８８正式（申請者が所在の都道府県名）＿（申請者名（団体名））」とし、添付頂くファイル名は様式２については「８８様式２＿（申請者名（団体名））」、別紙連携情報表については「８８別紙＿（申請者名（団体名））」としてください。

　　　　（例）所在地が秋田県である○△□（有）が申請の場合

　　　　　　　件名：８８正式秋田＿○△□（有）

　　　　　　　様式２ファイル名：８８様式２＿○△□（有）

　　　　　　　別紙連携情報表ファイル名：８８別紙＿○△□（有）
　　　
　　　※最終的な公募期限までに公募への参加の意志表明をした上で、全ての応募書類を提出した取組が審査対象となります。
なお、参加の意思表明と正式な応募を同時に行う場合には、件名は正式応募の件名としてください。
８．問い合わせ先

　　　本公募要領についてご質問等がある場合には、申請者の所在地を管轄する地方農政局等または地方経済産業局等にお問い合わせください（各地方局等の管轄地域、連絡先住所、電話番号については別添＜公募に関するお問い合わせ先＞を参照ください）。
９．その他

　　　「農商工連携８８選」に選定された取組が、現在、農林水産省と経済産業省が検討している「中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法律案（仮称）」による支援措置が受けられるとは限りません。
様式１参加意志表明書

平成　　年　　月　　日

農商工連携８８選選定事務担当者　殿

住　　所

名　　称

代表者名

農商工連携８８選への参加について

　平成２０年２月１日（金）に公募されました「農商工連携８８選」につき、現在、以下のとおり応募を検討しておりますので、あらかじめお知らせいたします。

記

１．取組名称

２．申出者以外の取組構成者名称

本件の連絡先

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名：

電話番号：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　メールアドレス：
様式２

平成　　年　　月　　日

　　農林水産、経済産業大臣名　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
名　　称

代表者名　　　　　　　　　　

農商工連携８８選に係る応募について

　

農商工連携８８選に選定されたく以下のとおり応募いたします。

記

１．取組名

２．取組概要

（備考）

　　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

（注１）応募書類には以下の資料を添付すること。

　別紙　連携情報表
別紙

連携情報表

	①取組名

	

	②申請者（中核をなす団体）名等

	団体名：

住所：

代表者名：

連絡先：

担当者名：

資本金額：
	従業員数：

事業内容（○を付けて、具体的な事業内容を記載してください）
１．農林漁業者　２．商工業者　３．その他
具体的な事業内容：

	③取組の類型

	１．新たな商品の開発又は生産

２．新たな役務（サービス）の開発又は提供

３．商品の新たな生産方式又は販売方式の導入

４．その他

	④連携取組概要

	

	⑤連携構成団体

	１
	名称：

住所：

資本金：

従業員数：
	事業内容（○を付けて、具体的な事業内容を記載してください）
１．農林漁業者　２．商工業者　３．その他
具体的な事業内容：

	
	連携において果たす役割



	２


	名称：

住所：

資本金：

従業員数：
	事業内容（○を付けて、具体的な事業内容を記載してください）
１．農林漁業者　２．商工業者　３．その他
具体的な事業内容：

	
	連携において果たす役割




	３
	名称：

住所：

資本金額：

従業員数：
	事業内容（○を付けて、具体的な事業内容を記載してください）
１．農林漁業者　２．商工業者　３．その他
具体的な事業内容：

	
	連携において果たす役割



	４
	名称：

住所：

資本金額：

従業員数：
	事業内容（○を付けて、具体的な事業内容を記載してください）
１．農林漁業者　２．商工業者　３．その他
具体的な事業内容：

	
	連携において果たす役割



	５
	名称：

住所：

資本金額

従業員数：
	事業内容（○を付けて、具体的な事業内容を記載してください）
１．農林漁業者　２．商工業者　３．その他
具体的な事業内容：

	
	連携において果たす役割



	６


	名称：

住所：

資本金額：

従業員数：
	事業内容（○を付けて、具体的な事業内容を記載してください）
１．農林漁業者　２．商工業者　３．その他
具体的な事業内容：

	
	連携において果たす役割




	⑥連携の経緯

	

	⑦国による補助金等の支援の活用の有無

	有・無

（補助金等支援の名称：　　　　　　　　　　　　　　　）

	⑧本連携の効果

	項目
	事業開始年度（　　年度）
	平成１８年度

	本連携の取組の売上額
	千円
	千円


	本連携の取組の雇用者数
	　　　　　　　　　　人
	人



	本連携の取組の取引先事業者数
	
	

	その他特記事項


	

	⑨受賞歴

	

	⑩認定

	

	⑪今後の展望

	

	⑫連携体間の資本関係

	有・無

有の場合、その具体的関係について


	⑬写真

	[image: image2.emf]地方農政局等 地方経済産業局等

北海道 北海道農政事務所

〒060-0004

札幌市中央区北4条西17丁目19-6

【担当課室】

農政推進課

TEL:011-642-5461(内線321)

FAX:011-642-5509

北海道経済産業局

〒060-0808

札幌市北区北8条西2丁目　札幌第1合同庁舎

【担当課室】

地域経済部地域経済課

TEL:011-709-2311（内線2553）

FAX:011-707-5324

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

山梨県

長野県

静岡県

新潟県 北陸農政局

※下記参照

愛知県

岐阜県

三重県

富山県

石川県

福井県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県 沖縄総合事務局

〒900-8530

那覇市前島2-21-7

【担当課室】

農林水産部農政課

TEL:098-866-0031（内線359）

FAX:098-860-1395

沖縄総合事務局

〒900-8530

那覇市前島2-21-7

【担当課室】

経済産業部政策課

TEL:098-866-0066

FAX:098-860-1375

＜公募に関するお問い合わせ先＞

東北経済産業局

〒980-8403

仙台市青葉区本町3-3-1　仙台合同庁舎

【担当課室】

産業部産業振興課

TEL:022-215-7141

FAX:022-215-9463

中部経済産業局

〒460-8510

名古屋市中区三の丸2-5-2

【担当課室】

地域経済部地域振興課

TEL:052-951-2716

FAX:052-961-7698

近畿経済産業局

〒540-8535

大阪市中央区大手前1-5-44　大阪合同庁舎1号館

【担当課室】

産業部創業・経営支援課

TEL:06-6966-6014

FAX:06-6966-6078

関東農政局

〒330-9722

さいたま市中央区新都心2－1

さいたま新都心合同庁舎2号館

【担当課室】

企画調整室

TEL:048-740-0312

FAX:048-600-0602

東北農政局

〒980-0014

仙台市青葉区本町3-3-1　仙台合同庁舎

【担当課室】

企画調整室

TEL:022-263-1111(内線4404)

FAX:022-217-2382

東海農政局

〒460-8516

名古屋市中区三の丸1－2－2

【担当課室】

企画調整室

TEL:052-201-7271（内線2316）

FAX:052-219-2673

関東経済産業局

〒330-9715

さいたま市中央区新都心1-1

さいたま新都心合同庁舎1号館

【担当課室】

産業部経営支援課

TEL:048-600-0331

FAX:048-601-1294

北陸農政局

〒920-8566

金沢市広坂2丁目2番60号　金沢広坂合同庁舎

【担当課室】

企画調整室

TEL:076-263-2161(内線3216)

FAX:076-232-4218

近畿農政局

〒602-8054

京都市上京区西洞院通下長者町下ル丁子風呂町　京都農林

水産総合庁舎

【担当課室】

企画調整室

TEL:075-451-9161(内線2112)

FAX:075-414-9060

九州農政局

〒860-8527

熊本市二の丸1番2号　熊本合同庁舎

【担当課室】

企画調整室

TEL:096-353-3561(内線4123)

FAX:096-311-5280

中国経済産業局

〒730-8531

広島市中区上八丁堀6-30　広島合同庁舎2号館

【担当課室】

産業部産業振興課

TEL:082-224-5638

FAX:082-224-5642

四国経済産業局

〒760-8512

高松市サンポート3-33　高松サンポート合同庁舎

【担当課室】

地域経済部地域経済課

TEL:087-811-8514

FAX:087-811-8554

九州経済産業局

〒812-8546

福岡市博多区博多駅東2-11-1

【担当課室】

産業部産業課

TEL:092-482-5433

FAX:092-482-5396

中国四国農政局

〒700-8532

岡山市下石井1丁目4番1号　岡山第2合同庁舎

【担当課室】

企画調整室

TEL:086-224-4511（内線2114）

FAX:086-235-8115




記入上の留意点等について

①について

　取組名を記載してください。

②について

　申請者名を記載してください。申請を頂くのは連携事業の中核をなす団体となります。

③について

　取組が１～４のいずれの事業類型に属するか番号に○を記載してください。

④について

　取組の概要について記載してください。専門的な用語は使用せず、わかりやすい記載をお願いします。

⑤について

　連携体を構成する団体についてその名称及び連携において果たす役割を記載してください。

⑥について

　連携の経緯について、本連携が始まるきっかけ（○○団体主催のセミナーを通じて・・・、連携団体○△と□○の代表者が学生時代に同級生であり・・・等）、何年から取組を始めたか等を記載してください。

⑦について

　連携事業について国からの補助金等の支援を受けている場合はそれを記入してください。

⑧について
　本取組がどの様なメリットをもたらしたか記載してください。その取組に係る売上、雇用者数、取引先事業者について数値を記載してください。なお、雇用者数にはアルバイト等を含みます。

　また、その他特記事項にはその他の定量的な指標等を記載してください（例：連携により開発した生産管理方式を導入したところ、生産量が導入前に比べて○○％上昇した等）。

⑨について

　連携として何らかの受賞歴がある場合、その賞の名称及び年度を記載してください。

⑩について

　国からの何らかの認定を受けている取組の場合は、その内容を記載してください。

⑫について

　連携団体間に資本関係がある場合について、どの団体とどの団体の間にいかなる関係があるのか記載してください（ＡはＢの子会社である等）。
⑬について

　事例集においては写真も使用することを考えております。連携によって生み出された商品等連携事業に関係の深い写真を貼付ください（別紙可）。


[image: image1]
写真１





写真２





写真１の説明








写真２の説明





別添
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